
．はじめに

今や地球温暖化をはじめとする環境保護や資源保全の、いわゆるエコ問題の改善、解決が

急務になっている。 では、 年前の 年に続き、わが国消費者の主要エコ行

動に関する調査を実施した。 年では、このエコ行動に加えて、経済成長や生活の便利さ

とエコ問題の係わりについての、いわゆるエコ意識についても調査した。

本稿では、まずマーケティング論における消費者のエコ行動に関する先行研究について考

察した後、 つのエコ諸行動について と を比較検討するとともに、

におけるエコ諸行動の規定因を推定し、そして両年における つのエコ諸行動間

の因果構造を解明した。

．消費者のエコ行動に関する先行研究

マーケティング分野におけるエコ消費者行動の諸研究としては、

（ ）， （ ）， （ ），

（ ）， （ ）， （ ）および （ ） などがあげ

られる。本稿ではその代表的研究として次の 点を取り上げた。

（ ）による研究 ）

は、 年に西ドイツにてエコ問題に関する消費者の意識と資源リ

サイクル行動について調査研究を行った。

前者の消費者エコ意識では、下記の 項目など 変数（他は省略）に対して、同意の程度
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（ 強く同意・ 全く同意しない）について 段階、すなわち 点尺度法で、後者の特

定資源におけるリサイクル行動では、新聞紙、アルミ缶、ガラス、プラスチックおよび自動

車タイヤなど 資源についても、そのリサイクル頻度（ ほとんどいつもする・ 決し

てしない）を同じ尺度法で、調査し測定した。なお は平均値、 は標準偏差および は標

本数を示す。

環境保全は経済発展よりも重要である （ ）

経済性の確保よりも公害低減の方が重要 （ ）

環境にやさしい製品の購入を好む （ ）

機会があればリサイクル商品を買いたい （ ）

また彼らは両者のデータにて因子分析を行っている。上記のエコ意識 変数についての前

者の結果では、次の如き つの次元（因子）に集約、すなわち リサイクル実践者 、 安全

な水 、 経済より環境 及び 政府の問題 に集約（固有値 以上）され、これらによる

総寄与率は約 ％となっている。同様に 資源変数についての後者の結果では、次の如き

つの次元（因子）に集約、すなわち同様に 自動車関連 、 リサイクル共通 及び しば

しば未使用 に集約され、これらによる総寄与率は約 ％となっている。

結局、彼らはこれらの分析結果より、本来のマーケティングにおける基本コンセプトであ

る消費者グループ、すなわちセグメントと呼ばれる市場細分毎にそれぞれの欲求と日常の生

活行動を把握し、それに合致した、いわゆる環境マーケティング実践の必要性を説き、同時

に政策策定者はその態度を消費と経済発展に関し、より持続可能なアプローチに転換すべき

ことを提言した。

（ ）による研究 ）

は、その著書 の中で、

（ ）の調査結果を紹介しつつ、グリーンマーケティングを展開している。

従来から 典型的なグリーン消費者 を明確に規定することは困難と言われてきた。しか

し、 （ ）によるグリーン製品購買者とその経験的検証に関す

る研究が、次のような結果を示している。すなわち、環境志向のマーケティング・アピール

を最もよく受け入れる消費者は、典型的には世帯収入が一定水準以上で、教育を受けた、か

つ 歳の女性であった。彼女達は、地域社会の中で影響する地域の環境クラブや社会的

諸要因を強く支持している。またこの分析結果では、新しいエネルギーに対してプレミアム

を喜んで支払おうとする正しい予見者は、教育や所得の水準よりも、とりわけ貢献する環境

グループにおける会員であることであると検証した。

は、グリーン志向の程度に応じて、つまり行動的環境主義者としての“

”及び“ ”、どちらとも言えない中間的なグループとしての

“ ”、非行動的環境主義者としての“ ”及び“ ”の つのグ
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ループに分類し、人口統計学的な消費者細分別の構成比とともに、その諸行動と変遷につい

て分析した。この場合、人口統計学的な消費者細分の基準としては、 男女 、 年代 、 収

入 、 独身・既婚 以外では、 教育（大学 高校 それ以下）、 職業（経営者・本職者

ホワイトカラー ブルーカラー）、 政治的・社会的イデオロギー（保守主義 自由主義）、

居住地域（北 南 東 西）、 リサイクル実施（瓶・缶・ガラス 新聞紙）、そして

市場行動 並びに 他の行動（買物には袋を持参 環境グループの為のボランテイアなど

項目） を取り上げた。

これらのうち、上述のとおり、 環境グループの為のボランティア という消費者細分の

圧倒的多数が、相対的に最もグリーンを重視する“ ”に属する割合が高

くなっている。加えて、市場行動では 環境に無責任な会社の製品は買わない などの細分

の多数がグリーンを重視する“ ”及び“ ”に属する割

合が高くなっている。ちなみに では、 年と 年の比較分析を行い、典型的な非

行動的環境主義者である最後の“ ”の割合が増えていると警告している。

このように では、時系列分析を含む調査分析を実施し、マーケティングにおける

重要な準拠集団、すなわち環境グループへの所属との密接な関係を検証するとともに、環境

マーケティングに関する多くの示唆を与えた、と は述べている。

（ ）による研究 ）

オックスフォード大学グループによる当研究は、グリーン（ ）消費者の定義をした

上で、英国並びにドイツにおけるそのエコ行動をコグニティブ アプローチ（

）によってグリーン消費者行動の把握に取り組んだ。

ここでは、両国におけるグリーン消費者の認識（ ）について自由に製品を想起

させる （ ）分析を用いて調査分析を行った。初回調

査における分析結果では、日常の買物頻度の高い消費者は環境にやさしいグリーン商品をよ

り多く購入し、かつグリーン商品に広い知識を持つ人もグリーン商品をより多く購入するこ

とが検証された。最終的に両国のグリーン消費者とも、各消費者層の認識パターン毎の有意

差は得られなかったが、グリーンの経験レベルでの差異は有意に検証されたと述べている。

ちなみに、彼らは、当研究書の中で近年における英国の消費者行動の潮流として

（ ）のレポートから次のように引用している（

）。

リサイクル実施 （ 年 ％ 年 ％）

社会的責任風評をもつ企業の製品 サービスを選択 （ 年 ％ 年

％）

環境や社会に関する出版物による積極的なキャンペーンの実施 （ 年 ％

年 ％）

）



． および に見るエコ諸行動の実態と変化

次に の データと 年データによって、わが国消費者のエコ諸行動を比較して

みよう（表 を参照）。

年におけるエコ諸行動

年におけるエコ諸行動では、全データでは 電気はこまめに消す （ ）への取り組

みが比較的高いが、逆に 公共交通機関の利用 （ ）は取り組みがかなり低い。後述する

ここ 年で大きく改善された 買物には袋などを持参 （ ）でも、依然として実施頻度は

決して高くないことがわかる。

層別には、 電気はこまめに消す （ ）では女性や奉仕団体所属層などが、 無農薬や有

機栽培の野菜の購入 （ ）では奉仕団体所属層などが、 故障物は修理して使う （ ）

では市民 消費者運動団体所属層などが、 買物には袋などを持参 （ ）では女性などが、

かつ 再生商品の購入 （ ）では市民 消費者運動団体所属層などが、それぞれエコ行動

に積極的であることがわかる。しかし、 公共交通機関の利用 （ ）ではエコ行動に積極

的な層はほとんど見られなかった。

エコ諸行動の 年と 年の比較

エコ諸行動の 年と 年の比較分析の結果では、全データでは 公共交通機関の利

用 （ ）以外は積極的な方向で変化が認められた。

層別には、 電気はこまめに消す （ ）では女性、 歳以上、高学歴層、無職層か

つ奉仕団体所属層などが、 無農薬や有機栽培の野菜の購入 （ ）では女性、 歳以上、

高世帯収入層および奉仕団体所属層が、 故障物は修理して使う （ ）では 歳や高

学歴層などが、 買物には袋などを持参 （ ）では女性、 歳以上および中・高学歴層を

含むすべての層が、かつ 再生商品の購入 （ ）では奉仕団体、市民 消費者運動団体お

よび宗教団体の非所属層とともに、 歳および有配偶者層などが、それぞれ積極的な方

向で大きな変化が認められた。反面、 公共交通機関の利用 （ ）は積極的な方向ではほ

とんど変化が認められなかった。

．エコ意識並びにエコ諸行動の規定因と因果構造

年におけるわが国消費者のエコ意識およびエコ諸行動の規定因とそれらの因果関係、

つまり因果構造を解明した。 年におけるエコ諸行動規定因の結果 ）については省略す

る。
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エコ諸行動 電気はこまめに
消す

なるべく公共交通
機関を利用する

無農薬や有機栽培
の野菜を買う

故障した物は修
理して使う

買物には袋など
を持参する

再生（リサイク
ル）の商品を買う

属性
全体 全データ

性 男性

女性

年 齢 才

才

才

才

学 歴 高等教育

中等教育

初等教育

世帯収入
水準

高収入

平均並み

低収入

奉仕団体 所属

無所属

市民 消
費者運動
団体

所属

表 データにみる 年と 年のエコ諸行動の対比 母平均の差の検定

（上段 母平均、中段 母標準偏差、下段 標本数）

（注） 正規分布の確率値による検定（両側）

無所属

宗教団体 所属

無所属



分析の目的と方法

最初に分析目的、データ収集及び分析方法について確認しておこう。

分析目的とデータ収集

本研究における分析の目的は、次の如き諸仮説（ ）を検証することである。

ちなみに、 はエコ諸行動の規定因、 はエコ諸行動間の因果構造に関するものである。

エコ諸行動は、性、年齢、教育水準など幾つかの人口学的要素および奉仕団体所

属など準拠集団にポジティブまたはネガティブに規定される（

）。

エコ諸行動は、買物頻度など生活諸行動の頻度にもポジティブ に規定される

（ ）。

エコ諸行動は、当然ながら基本的なエコ意識にポジティブ に規定される。

公害防止（ ） 変数は、 とも呼ばれる資源回復（ ） 変数に優先し、

変数から 変数への因果関係が成立する（ ）。

公害防止（ ） 変数と資源回復（ ） 変数もそれぞれ相互に関連し、とりわ

け後者については、 の順に、先行する変数が優先

されなければならず、それぞれ先行する変数の後続変数への因果関係が成立する

（ ）。

これらのうち、 については前述の米国における （ ）の研究に、 に

ついても前述の英・独における （ ）の研究に基づくものである。また お

よび は、伝統的マーケティングにおける組織目的としての 顧客満足 と 利益確

保 に エコシステムとの適合性 を加えた持続可能マーケティング導入の必要性を主張し

た全米科学技術会議（ ）の採択 ）と （ ）の研究 ）によるものであ

る。

たとえば は、公害防止（ ）には、 削減、有害物質除

去等への対応（後述の の 変数）が、資源回復（ ）には、

資源の浪費の減少および回復を目指す、いわゆる の効率的展開（後述の の 変

数）があげられ、後者よりも前者が先行するとしつつ、これらの変数はそれぞれ相互に補完

的で関連し合うとしている。付言するに、上記の は、 および とも極力 ゼ

ロ・アプローチ を採用して公害の防止はもとより、浪費や排出を皆無にすべきとしてい

る。

また、 環境基本法 （ ）以降のわが国環境諸法規、とりわけ 循環型社会形成推進基

本法 （ ）では、諸資源の 取り組みの優先順位として 製品の長期耐用化と資源の

効率利用による発生抑制（ ）、 再使用（ ）および 資源並びにエネルギーの

再生利用（ ）の順とし、この を最優先にしている ）。ドイツ、フランス等の国々

でも、最後の 資源再生より 再使用が重要視されていることはよく知られているところで
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ある ）。

一方、データは 並びに を用いたが、前者は大阪商業大学比較地域

研究所が東京大学社会科学研究所の協力を得て実施している （日本版

）の 年における留め置き並びに面接の各調査票より収集（調査時期 年

月 対象 歳の男女 人 方法 層化二段無作為抽出）したものである。

分析の方法

本研究におけるエコ諸行動の規定因並びにそれら諸行動間の因果構造を分析するための枠

組み（ ）は、図 のとおりである。まず人口学的要素、準拠集団、日常行動の外

生変数がエコ意識およびエコ行動の内生変数を規定し、同時に同じ内生変数のエコ意識がエ

コ行動を規定するという枠組みである。加えてエコ行動間では、先に述べた 、すなわち

公害防止行動（ 変数）が 、すなわち資源回復行動（ 変数）を規定し、さらにこれら

エコ行動 変数間にそれぞれ相互関係ないしは因果関係があるという概念モデルになってい

る。

変数については、表 のとおり、外生変数としては人口学的要素、準拠集団および日常行

動から計 変数を、内生変数におけるエコ意識として 変数を、エコ行動変数としては節電

などの 変数をそれぞれ設けた。前回の 年における調査ではこのエコ諸行動は 変数取

り上げたが、今回はその代表として 変数に絞ったものである。このうち、 電気はこまめ

に消す （ ）、 なるべく公共交通機関を利用 （ ）および 無農薬や有機栽培の野菜の

購入 （ ）は前述の に対応するものであり、さらに 故障物は修理して使う （ ）、

買物には袋などを持参 （ ）および 再生商品の購入 （ ） は に対応するもので

ある。

分析の結果─諸仮説の検証結果─

年並びに 年における の全データ並びに男女別データにより、先に掲げた

つの諸仮説を検証するために行った分析結果は、下記のとおりである。なお、仮説

の検証のために行った分析の結果は表 、仮説 の検証のために

行った分析の結果は表 のとおりである。

外 生 変 数 内 生 変 数
人口学的諸要素・ エコ行動
準拠集団・ エコ意識 公害防止行動（ 変数）
日常行動 （ 変数）
（ 変数） 資源回復行動（ 変数）

図 本研究における分析枠組み

）南方哲也著（ ） リスクマネジメントの理論と展開 晃洋書房、 。



人口学的要素からの規定因─仮説 の検証結果─

仮説 の検証結果

まず人口学的要素のうち、性については、 買物には袋などを持参 （ ）のみ、全デー

タで男性より女性の方が、断然エコに積極的であることがわかり、米国の場合と同様、この

仮説は部分的に支持された。

年齢では、全データで なるべく公共交通機関を利用 （ ）、 無農薬や有機栽培の野菜

の購入 （ ）および 買物には袋などを持参 （ ）で ポジティブ、女性では なるべく

公共交通機関を利用 （ ）もポジティブで、それぞれ高年齢層の方が積極的に行動してい

ることが分かる。

学歴では、女性のみ高学歴層が 電気はこまめに消す （ ） にポジティブな結果とな

り、米国の場合と同様、この仮説は支持された。一方、エコ意識の一つの 経済成長より環

境保護優先 （ ）については男女とも極めて強いポジティブな結果になっている。

配偶者ダミーでは、全データで 買物には袋などを持参 （ ）および 再生商品の購

入 （ ）に対してネガティブに規定され、男女とも独身者ほどエコ志向と推論される。

世帯収入水準では、全データと男性で 再生商品の購入 （ ）に対してネガティブに

なっている。しかし、全データと女性でエコ意識のうちの 環境の為なら不便な生活受容

（ ）に対して強いポジティブな結果になっている。つまり、高収入世帯層の男性はリサ

イクル商品はあまり購入しないが、同層における女性のエコ意識は高いことが明らかになっ
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表 本研究で用いる変数（測度）の定義

属性 変数（測度） 定 義 属性 変数（測度） 定 義

人口

学的

要素

女性ダミー 女性 、男性 日常

行動

買物頻度 下記の注）を参照

年齢 満年齢（ 年 月） 掃除頻度 同 上

高学歴ダミー 高学歴（高等教育） 、

その他

洗濯頻度 同 上

ゴミ出し頻度 同 上

有職ダミー 有職 、無職 エコ

意識

経済成長より環

境保護優先

（同意） （同意し

ない）家族数 総家族数

配偶者ダミー 配偶者あり なし 環境の為なら不

便な生活受容
同上 点法

第 子未就学児

童ダミー

第 子 歳未満未就学

児童あり 、なし エコ

行動

電気はこまめに消す （よくする） （全

くしない）
世帯収入水準

（少ない） （多い）

点法 なるべく公共交

通機関を利用

同上 点法

持ち家ダミー 持ち家 、その他

大都市居住ダミー 大都市 、その他 無農薬や有機栽

培の野菜を買う
同 上

準拠

集団

奉仕団体所属ダミー 所属 、所属せず

市民・消費者運

動団体所属ダミー

所属 、所属せず 故障した物は修

理して使う
同 上

宗教団体所属ダミー 所属 所属せず

買物には袋など

を持参
同 上

再生（リサイク

ル）商品を買う
同 上

注）買物、掃除、洗濯およびゴミ出しの 頻度変数の得点 毎日 を 点、 週に数回 を

点、 週に 回程度 を 点、 月に 回程度 を 点、 年に数回 を 点、 年に 回程

度 を 点、 全くなし を 点とした。
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表 全データにみるエコ諸行動の規定因 ─線型回帰分析より─

（上段 回帰 係数、下段 値）

目的変数

説明変数

経 済 成
長より環
境保護優
先

環 境 の
為なら不
便な生活
受容

電 気 は
こまめに
消す

な る べ
く公共交
通機関を
利用する

無 農 薬
や有機栽
培の野菜
を買う

故 障 し
た物は修
理して使
う

買 物 に
は袋など
を持参す
る

再 生
（リサイ
クル）商
品を買う

女性ダミー
（ ）

年齢
（ ） （ ） （ ） （ ）

高学歴ダミー
（ ）

有職ダミー
（ ）

家族数
（ ） （ ）

配偶者ダミー
（ ） （ ）

第 子未就学
児童ダミー
世帯収入水準

（ ） （ ） （ ）
持ち家ダミー

大都市居住ダ
ミー （ ） （ ） （ ）
奉仕団体所属
ダミー （ ） （ ）
市民・消費者運動
団体所属ダミー
宗教団体所属
ダミー
買物頻度

（ ）
掃除頻度

（ ）
洗濯頻度

（ ） （ ）
ゴミ出し頻度

（ ）
経済成長より
環境保護優先

ー ー
（ ） （ ）

環境の為なら不
便な生活受容

ー ー
（ ） （ ） （ ） （ ）

定 数
調整済み 二乗
検定量（ ）

標 本 数（ ）

（注） 検定並びに 検定
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表 男性にみるエコ諸行動の規定因 ─線型回帰分析より─

（上段 回帰 係数、下段 値）

目的変数

説明変数

経 済 成
長より環
境保護優
先

環 境 の
為なら不
便な生活
受容

電 気 は
こまめに
消す

な る べ
く公共交
通機関を
利用する

無 農 薬
や有機栽
培の野菜
を買う

故 障 し
た物は修
理して使
う

買 物 に
は袋など
を持参す
る

再 生
（リサイ
クル）商
品を買う

女性ダミー

年齢
（ ） （ ）

高学歴ダミー
（ ）

有職ダミー
（ ）

家族数
（ ） （ ）

配偶者ダミー

第 子 歳未
満ダミー （ ）
世帯収入水準

（ ）
持ち家ダミー

大都市居住ダ
ミー （ ） （ ）
奉仕団体所属
ダミー （ ）
市民・消費者運動
団体所属ダミー
宗教団体所属
ダミー （ ）
買物頻度

掃除頻度
（ ）

洗濯頻度

ゴミ出し頻度

経済成長より
環境保護優先
環境の為なら不
便な生活受容
定 数
調整済み 二乗
検定量（ ）

標 本 数（ ）

（注） 検定並びに 検定 （変数 は 検定が ％水準で有意

になるものはなかった）
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表 女性にみるエコ諸行動の規定因 ─線型回帰分析より─

（上段 回帰（ ）係数、下段 値）

目的変数

説明変数

経 済 成
長より環
境保護優
先

環 境 の
為なら不
便な生活
受容

電 気 は
こまめに
消す

な る べ
く公共交
通機関を
利用する

無 農 薬
や有機栽
培の野菜
を買う

故 障 し
た物は修
理して使
う

買 物 に
は袋など
を持参す
る

再 生
（リサイ
クル）商
品を買う

女性ダミー

年齢
（ ） （ ） （ ）

高学歴ダミー
（ ） （ ）

有職ダミー
（ ） （ ）

家族数
（ ） （ ） （ ）

配偶者ダミー

第 子未就学
児童ダミー
世帯収入水準

（ ） （ ）
持ち家ダミー

大都市居住ダ
ミー （ ） （ ） （ ） （ ）
奉仕団体所属
ダミー
市民・消費者運動
団体所属ダミー （ ）
宗教団体所属
ダミー
買物頻度

（ ）
掃除頻度

（ ） （ ） （ ）
洗濯頻度

（ ）
ゴミ出し頻度

経済成長より
環境保護優先
環境の為なら不
便な生活受容 （ ） （ ） （ ） （ ）
定 数
調整済み 二乗
検定量（ ）

標 本 数（ ）

（注） 検定並びに 検定



た。

第 子未就学児童ダミーでは、男性のみ なるべく公共交通機関を利用 （ ）に対して

ネガティブになっているのは、子供が小さいうちは自家用車の使用が必然的だからと考えら

れる。

大都市居住ダミーでは、全データ、男女とも大都市居住者が特に なるべく公共交通機関

を利用 （ ）および 買物には袋などを持参 （ ）に ポジティブであることが証明され

た。

次に準拠集団については、奉仕団体所属ダミーでは全データで 無農薬や有機栽培の野菜

の購入 （ ）と、市民 消費者運動団体所属ダミーでは女性で 電気はこまめに消す

（ ） とそれぞれポジティブな結果となったが、逆に宗教団体所属ダミーでは男性で 電

気はこまめに消す （ ） にネガティブな結果となった。ちなみに、奉仕団体所属者はエ

コ意識の 環境の為なら不便な生活受容 （ ）に対して強いポジティブな結果になり、米

国の場合と同様、この仮説も部分的に支持されたというよう。

仮説 の検証結果

買物頻度などの日常行動では、前回 年とほぼ同じ結果、すなわち全データで見ると、

買物高頻度者は なるべく公共交通機関を利用 （ ）と、掃除高頻度者は 電気はこまめ

に消す （ ） と、洗濯高頻度者は 無農薬や有機栽培の野菜の購入 （ ）および 再生

商品の購入 （ ）と、かつゴミ出し高頻度者は 無農薬や有機栽培の野菜の購入 （ ）

と、それぞれポジティブな結果になった。ここに 説は概ね支持されたと言える。

仮説 の検証結果

エコ意識変数の 経済成長より環境保護を優先 （ ）からエコ行動 変数への規定因を

全データで見ると、 電気はこまめに消す （ ） と 故障物は修理して使う （ ）に対

してポジティブな結果になった。これは、環境保護が優先という意識を強くもつ消費者は、

まず節電や物財の長期使用という行動をとる場合が多いと推論できる。

同様に 環境保護の為なら不便な生活受容 （ ）からエコ行動 変数への規定因をみる

と、全データでは 電気はこまめに消す （ ） と 故障物は修理して使う （ ）を除く

すべてのエコ行動に対してポジティブな結果となり、女性でも 電気はこまめに消す

（ ） と なるべく公共交通機関を利用 （ ）を除くすべてのエコ行動に対してポジ

ティブな結果となった。これは、エコの為なら不便な生活をも受容できるという消費者は、

節電を除く多くのエコ行動を実践しているものと思われる。

ここに、エコ諸行動はエコ意識にポジティブに規定されるという仮説 は、概ね支持

されたと言えよう。

エコ諸行動間の因果関係─仮説 の検証結果─

公害防止（ ） 変数から資源回復（ ） 変数への因果関係とともに、公害防止内

変数間と資源回復内 変数間におけるそれぞれの因果関係に関する仮説検証については線型

回帰分析によるベータ（ ）係数によって推定した（表 を参照）。

仮説 の検証結果

まず全データでみると、 年では の 電気はこまめに消す （ ）およひ 無農薬

や有機栽培の野菜の購入 （ ）は、 の 故障物は修理して使う （ ）、 買物には袋
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などを持参 （ ）および 再生商品の購入 （ ）にポジティブに規定しているが、

の なるべく公共交通機関を利用 （ ）は の 買物には袋などを持参 （ ）のみを

強く規定しているものの、 故障物は修理して使う （ ）および 再生商品の購入

（ ）とはほとんど無関係、つまり因果関係は成立していない。

ところが、 年後の 年では の 変数がすべての 変数にポジティブに規定し、

すべて因果関係が認められる。これは、温暖化を含む地球環境問題が消費者にとっても無関

係ではないという自覚が芽生えつつあることが一つの原因と考えられる。

同様に男女別データでみると、 年では、女性は上記全データの場合とほぼ同じである

のに対して、男性は なるべく公共交通機関を利用 （ ）との関係以外にも、 の 電

気はこまめに消す （ ）から の 買物には袋などを持参 （ ）への関係が全く有意

でない。これは、買物袋などを持参する男性の割合が女性に比べて低いことが起因している

ものと思われる。

一方、 年後の 年は、全データの場合と概して同じであるが、男性のみ、依然として

の なるべく公共交通機関を利用 （ ）と の 再生商品の購入 （ ）とはほと

んど無関係、換言すれば因果関係は見られない。

以上のように、公害防止（ ） 変数から資源回復（ ） 変数への因果関係は概ね支持

されたものの、一部例外が認められた。ただし、これは若干時期によって異なり、 年に

比べて 年ではこの仮説支持が一層強まったといえよう。

仮説 の検証結果

まず公害防止内 変数間について、全データ並びに男性では、 年および 年とも、

電気はこまめに消す （ ）から なるべく公共交通機関を利用 （ ）およひ 無農薬

や有機栽培の野菜の購入 （ ）へ、また なるべく公共交通機関を利用 （ ）から 無

農薬や有機栽培の野菜の購入 （ ）へと、それぞれポジティブに因果関係が認められる。

これに対して女性について、 年では、大まかな傾向は変わらないが、 電気はこまめ

に消す （ ）から なるべく公共交通機関を利用 （ ）への因果関係が、他の変数間に

比して統計学的に有意ではあるが弱くなっている。ところが 年ではこの両者間の因果関

係は、 変数間で最もポジティブに規定されている。

一方、資源回復内 変数間について、全データ並びに女性では、 年および 年と

も、 故障物は修理して使う （ ）から 買物には袋などを持参 （ ）および 再生商

品の購入 （ ）へ、かつ 買物には袋などを持参 （ ）から 再生商品の購入 （ ）

へ、それぞれポジティブに因果関係が認められる。

これに対して男性について、 年では、大まかな傾向は変わらないが、 故障物は修理

して使う （ ）から 買物には袋などを持参 （ ）への因果関係が、同様に他の変数間

に比べてやや弱くなっている。ところがこの場合も 年ではこの両者間の因果関係は、

変数間で 番目にポジティブに規定されている。

以上のように、 年と 年に多少の変化があるものの、概ね仮説 についても支

持されたと判断できる。
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表 わが国消費者全データにみるエコ諸行動間の因果関係（左下 年 右上 年）

電気は

こまめに

消す

なるべ

く公共交

通機関利

用

無農薬

や有機栽

培野菜を

買う

故障し

た物は修

理して使

う

買物に

は袋など

を持参

再生商

品を買う

自由度調整

済み 乗

電気はこまめに消す

なるべく公共交通機関利用

無農薬や有機栽培野菜を買う

故障した物は修理して使う

買物には袋などを持参

再生商品を買う

自由度調整済み 乗

（注 ）数値 線型回帰分析によるベータ（ ）係数〔標本数 年 年 〕

（注 ） 検定

表 わが国消費者男性にみるエコ諸行動間の因果関係（左下 年 右上 年）

電気は

こまめに

消す

なるべ

く公共交

通機関利

用

無農薬

や有機栽

培野菜を

買う

故障し

た物は修

理して使

う

買物に

は袋など

を持参

再生商

品を買う

自由度調整

済み 乗

電気はこまめに消す

なるべく公共交通機関利用

無農薬や有機栽培野菜を買う

故障した物は修理して使う

買物には袋などを持参

再生商品を買う

自由度調整済み 乗

（注 ）数値 線型回帰分析によるベータ（ ）係数〔標本数 年 年 〕

（注 ） 検定

表 わが国消費者女性にみるエコ諸行動間の因果関係（左下 年 右上 年）

電気は

こまめに

消す

なるべ

く公共交

通機関利

用

無農薬

や有機栽

培野菜を

買う

故障し

た物は修

理して使

う

買物に

は袋など

を持参

再生商

品を買う

自由度調整

済み 乗

電気はこまめに消す

なるべく公共交通機関利用

無農薬や有機栽培野菜を買う

故障した物は修理して使う

買物には袋などを持参

再生商品を買う

自由度調整済み 乗

（注 ）数値 線型回帰分析によるベータ（ ）係数〔標本数 年 年 〕

（注 ） 検定
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．おわりに

以上にように、わが国消費者のエコ行動について の と を比較検討し実態を

把握するとともに、その規定因とともに、エコ行動間の因果構造を概ね解明できたと確信す

る。 年と 年のこの 年で、少なからずエコ行動に変化が起こっていることも明らか

になった。今後、これらの結果を利用、応用して、エコ問題について および の両面

から、より総合的、より抜本的な消費者に対する啓蒙や教育が期待される。

なお、一つの技術的な問題として、本研究では因果モデルでなく線型回帰モデルの 係数

を用いてエコ諸行動間の因果構造を推論した。後者には、検定が可能など前者にない長所も

あり、その目的は概して達成できたと思う。ただ、この研究分野の問題は、地球環境関連の

国際法、国際的取り決め並びに国内環境・リサイクル関連法規等の立法とその時期との関連

性分析が不可欠と考えられ、これらはいずれも今後の研究課題といえる。
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